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ト マ ト のネ コ ブセ ン チ ュ ウ に 対する
ア ミ ノ 酸メ チ オ ニ ンの効果

す
茨城県農業総合セ ン タ ー農業研究所 諏

は じ め に

植物寄生'性線虫の 防除対策の 中心的役割 を 担っ て い る

土壌 く ん蒸剤 な ど の化学合成農薬 は ， 非常 に効率的な線

虫防除手段であ り ， 農作物の安定生産 に果た す役割 は極

め て 大 き い。 し か し ， 臭化 メ チ ル剤 の全廃 を は じ め と す

る 周辺環境 に対す る 問題の顕在化や農薬 を 取 り 巻 く 社会

情勢 に よ り 土壌 く ん蒸剤 の使用 は制限 さ れつ つ あ る 。 ま

た ， 薬剤抵抗性や リ サ ー ジ ェ ン ス な ど新た な 問題の 原因

に な り 得 る こ と か ら ， 化学農薬 に 偏重 し た 防除体系 を 見

直 し ， 環境への負荷が少 な い 防除手段 を利用 し た総合的

な線虫防除技術の確立が求 め ら れて い る 。

ア ミ ノ 酸の一種であ る メ チ オ ニ ン に線虫抑制効果があ

る こ と は， 1960 年代 に 海外で確認 さ れた が， 当 時 メ チ

オ ニ ン は 高価な も の であ っ た た め ， 実用技術 と な ら な か

っ た 。 現在で は， メ チ オ ニ ン は家畜飼料や食品添加物 と

し て安価 に 供給 さ れて お り ， 環境への 負荷が少 な し 残

留毒性の 問題がな い と 考 え ら れ る こ と か ら ， 新 し い素材

の線虫抑制資材 と し て 注 目 さ れ る よ う に な っ た 。 こ こ で

は ， ト マ ト の ネ コ プセ ン チ ュ ウ に対す る メ チ オ ニ ンの効

果 と 園場 に お け る 試験 を行 っ た の で， 概要 を紹介す る 。

I ア ミ ノ 酸 を利用 し た 線虫関係の研究

OVERMAN and WOLTZ ( 1962) は， 数種の ア ミ ノ 酸がユ

ミ ハ リ セ ン チ ュ ウ ( Trichodorus sp.) と ラ セ ン セ ン チ

ュ ウ (Helicoかlenchus sp.) の増殖を抑制 し， サ ツ マ イ

モ ネ コ プ セ ン チ ュ ウ ( Meloidogyne incognita) に よ る

ト マ ト の根 こ ぶ形成 を抑制す る こ と を報告 し， ア ミ ノ 酸

に線虫増殖抑制効果があ る こ と を初 め て 明 ら か に し た 。

そ の後， 各種の ア ミ ノ 酸の線虫抑制効果が検討 さ れ， メ

チ オ ニ ン は， ム ギ シ ス ト セ ン チ ュ ウ (Bidera avenae， 

PRASAD and WEBSTEI1， 1967) ， ジ ャ ガ イ モ シ ス ト セ ン チ ュ

ウ ( Globodera rostochiensis ， EVANS and TRUDGILL， 1971) ， 

サ ツ マ イ モ ネ コ プセ ン チ ュ ウ (REDDY et al . ，  1975 ab ; 
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N IDRY et al . ，  1994) に 対 し て 高 い抑制効果 を 示 し た 。 ア

ミ ノ 酸 に は 口一体 と L-体 の 鏡 像 異 性 体 が 存 在 す る が，

EVANS and TRUDGILL ( 1971) は ， メ チ オ ニ ン は D 体 と L

体で線虫抑制効果 に 差 は な い と 報告 し て い る 。 サ ツ マ イ

モ ネ コ プセ ン チ ュ ウ に 対 し て は ， メ チ オ ニ ン以外に も フ

ェ ニ ル ア ラ ニ ン， ノ f リ ン (REDDY et al . ，  1975 a) ， ア ス ノ f

ラ ギ ン酸 (NIDRY et al . ，  1994) に線虫抑制効果が あ る こ

と が確認 さ れて い る 。 し か し ， 海外 に お け る こ れ ら の 研

究は基礎研究 に 留 ま り ， 実用化技術の 開発研究 に は 至 っ

て い な し h

近年， 日 本国 内 に お い て も メ チ オ ニ ン を利用 し た 線虫

抑制効果 に 関 す る 研究が行わ れ る よ う に な り ， 皆 川 ら

(1998) は， メ チ オ ニ ン がサ ツ マ イ モ ネ コ プ セ ン チ ュ ウ

に対 し て 選択的な殺線虫作用 を 有す る 可能性が あ る 一 方

で， 自活性線虫 に対す る 影響が少 な い と 報告 し て い る 。

ま た ， 土壌病害 に対す る 試験 も 行わ れ， メ チ オ ニ ン の施

用 に よ り ダイ コ ン 萎黄病の発病抑制効果が認 め ら れ， こ

の効果 は メ チ オ ニ ン の微生物分解 に 伴 う ジ メ チ ル ス ル フ

ァ イ ド や メ タ ン チ オ ー ル が ダP イ コ ン 萎 黄病菌 ( Fusar

ium oxy.ゆorum f. sp. raphani) 密度 を低減 さ せ た た め

と 考 え ら れた (武地， 1996) 。

E ト マ ト のサ ツ マ イ モ ネ コ ブセ ン チ ュ ウ に 対 す る

各種ア ミ ノ 酸施用 の効果

海外 に お い て 各種の ア ミ ノ 酸がサ ツ マ イ モ ネ コ プセ ン

チ ュ ウ に 対 し て 抑制効果があ る と 報告 さ れて い る が， そ

の 中 で DL メ チ オ ニ ン， DLー フ ェ ニ ル ア ラ ニ ン， DL パ リ

ン お よ び DL ア ス パ ラ ギ ン 酸 の 4 種の ア ミ ノ 酸 に つ い て

ト マ ト の サ ツ マ イ モ ネ コ プセ ン チ ュ ウ の被害抑制効果 を

検討 し た 。 4 種の ア ミ ノ 酸 を サ ツ マ イ モ ネ コ ブセ ン チ ュ

ウ 汚染土壌 に 混和処理 し て ， 1/5 ， 000 a の ワ グ ネ ル ポ ッ

ト に 処理土壌 を充填 し ， 7 日 後 に ミ ニ ト マ ト ( 品種 : プ

リ ッ ツ MR) を 植付 け ， 64 日 間栽培 し た 。 DLー メ チ オ ニ

ン処理区では， 植付 け時の ネ コ プセ ン チ ュ ウ 密度 の 低下

が顕著 で， 64 日 後 の 根 こ ぶ の 形成 は 少 な か っ た 。 こ れ

に対 し他の 3 種の ア ミ ノ 酸 を処理 し た 区 は ， 植付 げ 時の

ネ コ プセ ン チ ュ ウ 密度が低下 せ ず， DL フ ェ ニ ル ア ラ ニ

ン処理区 に お い て 植付 け 64 日 後 の ネ コ ブ セ ン チ ュ ウ 密

度がやや低下 し た も の の， い ずれの処理区 も 根 こ ぶの 形
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無処理

メチオニン 20kg

メチオニン 40kg

メチオ ニン 60kg

ホスチアゼート 30kg/ 1 0a

2 ， 280 

注) ( ) 内 の数値 は 補正密度指数
補正密度指数 = (処理g区の植付 け l侍 ま た は植付 け 62 日 後の位、

度 × 事!\処理区の処理前密度) .. ;- (処理区の処理
前密度 x í!!\処理 区 の植付 け 時 ま た は 植付 け
62 EI 後の密度) x 100 

表 - 2 メ チ ヰ ニ ン施丹j 後の ネ コ プ セ ン チ ュ ウ 第 2 期幼虫密度

の推移 (諏訪 ・ 上回， 2001 )  
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線虫密度 (頭/土壌 20 g) 

柏付け 62 日 後

2 ， 048 ( 64) 
942 ( 29) 

o ( 0) 
2 (0 1 )  

3 ， 210 ( 100) 

4 ， 550 (J 00) 

30 目 前 15 目 前 植村 け前

処理11�'JVJ

図 - 1 メ チ オ ニ ン の施用 に よ る ト マ ト の 板 こ ぶ形成抑制
効果 (植付 け 62 日 後) (諏訪 ・ 上回 ， 200 1 )  

注) 各 処 理 時 期 に お い て 同 一 英 文 字 聞 に は，
Tukey's l11ultiple range test に よ る 5%有意差がな
い こ と を 示す.

852 ( JOO) 

o ( 0) 
o ( 0) 

13 (0 . 3) 
8 (0 . 2) 

2 ， 1 55 (253) 
3 ， 925 (461 )  
1 ， 784 (209) 

o ( 0) 

o ( 0 )  
1 (0 1 )  
o ( 0 )  

65 ( 12 )  

1 ， 235 555 ( 100) 

239 421 ( 104) 
239 151 ( 37) 
239 52 ( 1 3) 
239 56 ( 14 )  

239  404  ( 100) 

植付 け |時処理前

2 ， 280 
2 ， 280 
2 ， 280 
2 ， 280 

1 ， 235 
1 ， 235 
1 ， 235 
1 ， 235 

ト マ ト の ネ コ プセ ン チ ュ ウ に対す る ア ミ ノ 酸 メ チ オ ニ ン の効果

施用拡
/10 a 

20 kg 
40 kg 
60 kg 
30 kg 

20 kg 
40 kg 
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20 kg 
40 kg 
60 kg 
30 kg 

植付 �j 30 目 前
メ チ オ ニ ン
メ チ オ ニ ン
メ チ オ ニ ン
ホ ス チ ア

ゼー ト粒剤
然処理

植付け 1 5 目 前
メ チ オ ニ ン
メ チ オ ニ ン
メ チ オ ニ ン
ホ ス チ ア

ゼー ト粒剤
無処理

植付 け直前
メ チ オ ニ ン
メ チ オ ニ ン
メ チ オ ニ ン
ホ ス チ ア

ゼート粒剤
費!\処理

jJI:試資材
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根こぶ指数

1 施用 時期の検討

メ チ オ ニ ン の施用量 は， 1 0  a 当 た り 20�60 kg で作物

に薬害が発生せ ず， か つ線虫密度 の抑制効果 に有効 と さ

れて い る ( ) 1 1 田 ・ 涌井， 2000) 。 こ の施用量; に 準 じ て ト

マ ト の サ ツ マ イ モ ネ コ プセ ン チ ュ ウ に対す る メ チ オ ニ ン

の効果 的 な施用時期 を検討 し た 。 サ ツ マ イ モ ネ コ プセ ン

チ ュ ウ 汚染土壌 に 植付 け 30 日 前， 1 5 日 前， 植付 け 直前

に そ れ ぞ れ DL- メ チ オ ニ ン を 10 a 当 た り 20 kg， 40 

kg， 60 kg 土壌混和処理 し， 1/5 ， 000 a の ワ グ ネ ノレ ポ ッ

ト で ミ ニ ト マ ト (品種 : プ リ ッ ツ MR) を 62 日 間栽培

し た 。 そ の 結果 値付 け 1 5 日 前 の 10 a 当 た り 20 kg， 

40 kg， 60 kg 処理お よ び植付 け 直 前 の 40 kg， 60 kg 処

理 に お い て 被害抑制効果が あ っ た (図ー 1 ) 。 ま た ， 植付

け 15 日 前処理 に お い て， 植付 け 時の ネ コ プ セ ン チ ュ ウ

密度が低下 し た の に対 し て ， 植付 け 30 日 前処理 に お い

メ チ オ ニ ン (Cs H t t NO，S) は， タ ン パ ク 質 の 構成成

分 と し て ， 生体内 に お け る メ チ ル基供与体 と し て 重 要 な

働 き を す る ア ミ ノ 酸であ る 。 ま た ， 人聞が体内で合成で

き な い必須 ア ミ ノ 酸 で も あ る 。 DL- メ チ オ ニ ン は， 水 に

可溶性 の 白 色粉末で， 家畜用飼料 と し て大14の需要があ

る 他， 医薬， 食 品 等 の 分 野 に お い て も 利 用 さ れ て い る

( 日 本化学会編， 1986) 。

注) 根 こ ぶ指数 = z (根 こ ぶ形成程度 (O�4) x 当該個体数) ーァ (調
査個体数 X 4) X I00. 

成 は 多 か っ た (表ー1) 。 今回供試 し た 4 種の ア ミ ノ 酸 の

中 で は ， DL- メ チ オ ニ ン が最 も 根 こ ぶ形成 を抑制 し た 。

表 ー 1 各種ア ミ ノ 酸 に よ る ト マ ト の ネ コ プセ ン チ ュ ウ に 対す る 被
害抑制効果 (諏訪， 未発表)

ト マ ト のサ ツ マ イ モ ネ コ ブセ ン チ ュ ウ に 対 す る

メ チ オ ニ ン施用の効果

線虫密度 (頭/土壌 20 g) 
地上部蛮 根 こ ぶ

L理前
値付 組付 け g/株 指数日 け 時 64 日 後

100 

92 
92 

42 

25 

92 

39 
37 

108 

13 

47 

13 1  

ン

605 
842 

126 

40 

202 

9 1  

645 
7 l l  

209 

653 

685 

チ オ

736 

698 
1 ， 132 

752 

850 

818 

メ

施用hl
kg/l0 a 

田

30 

40 

40 
40 

40 

供試ア ミ ノ 酸

DLーメ チ オ ニ
ン

DL- フ ェ ニ /レ
ア ラ ニ ン

DL パ リ ン

DL ア ス ノf ラ
ギ ン酸
ホ ス チ ア
ゼ ー ト 粒剤
無処理

W 
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て は十分 な低下が見 ら れ な か っ た (表-2) 。 こ れ は， メ

チ オ ニ ン は対照薬剤 の ホ ス チ ア ゼー ト 粒剤 と 比較 し て 残

効性が低 く ， 新た に ふ化 し て き た 第 2 期幼虫 に対 し て十

分 な殺線虫効果が得 ら れ な か っ た た め と 推測 さ れ る 。 ま

た ， 植付 げ直前処理で は ， メ チ オ ニ ン の作用 が発揮 さ れ

る 前 に ， ネ コ プセ ン チ ュ ウ が寄主根に侵入す る 可能性が

あ り ， 処理か ら 植付 げ ま で に あ る 程度 の 日 数 を と っ た 方

が効果が安定す る も の と 思わ れ る 。 し た が っ て ， メ チ オ

ニ ン の効果的 な施用 時期 は， 植付 け 15 目 前 か ら 植付 防

直前の聞 と 考 え ら れた 。

2 露地 トマ ト園場 における施周 効果

川 田 ・ 涌 井 (2000) は， DLー メ チ オ ニ ン に pH 調整 剤

の尿素や ク エ ン駿 を 少量混和 す る こ と に よ り ， DL- メ チ

オ ニ ン単独処理 よ り も 安定的に線虫密度 を抑制す る こ と

1 刈O

1 ，2 00 

賢 1 ，0 00

E B∞ 
事 ω0
2 0  . _ _ 
g 叩

2∞ 
。

図 ネコプセンチュウ第2 期幼虫
ロ 自 活性線虫

メチオニン製剤 メチオニン製剤 (溢注) ホスチアゼート粒剤
40 kg 40 kg+40 kg 30 kg 

b 

無処理
(/ lOa) 

図 - 2 露地 ト マ ト 圃場 に お け る メ チ オ ニ ン製剤の施用 が
線虫密度 に 及 ぼす 影響 (定植 62 日 後) (諏訪 ・ 上
回， 2000 

1 00 

8 0  

注) 各 線 虫 密 度 に お い て 同 一 英 文 字 聞 に は，
Tukey's multiple range test に よ る 5%有意差がな
い こ と を示す.

b 

根 60

ぶ
襲40

2 0  

。
メチオニン製剤 メチオニン製剤 (種注) ホスチアゼート粒剤 無処理

40 kg 40 kg+40 kg 30 kg (/ 1 0 a)  

図 - 3 露地 ト マ ト 圃場 に お げ る メ チ オ ニ ン 製剤の錨用 に
よ る 根 こ ぶ形成抑制効果 (定植 62 日 後) (諏訪 ・
上回， 2001)  

注) 同一英文字聞 に は， Tukey's multiple range 
test に よ る 5%有意差が な い こ と を示す.

を 明 ら か に し た 。 こ の メ チ オ ニ ン 製剤U (DL- メ チ オ ニ ン

80%， ク エ ン酸 13 . 5%， 尿素 6 . 5%， 保土谷 コ ン ト ラ ク

ト ラ ポ社製) を供試 し て ， 露地圃場 に お け る ト マ ト の サ

ツ マ イ モ ネ コ プセ ン チ ュ ウ の施用効果 を 検討 し た 。 メ チ

オ ニ ン 製剤 を サ ツ マ イ モ ネ コ プ セ ン チ ュ ウ 発生圃 場 に

1 0  a 当 た り 40 kg 土壌混和処理 し ， 7 日 後 に ト マ ト ( 品

種 : 強力米寿) を 定植 し て 62 日 間栽培 し た 。 そ の結果，

メ チ オ ニ ン製剤の土壌混和処理 は， 対照薬剤 の ホ ス チ ア

ゼー ト 粒剤処理 と 比較 し て や や 劣 る も の の， 定植 62 日

後の土壊中 の ネ コ プセ ン チ ュ ウ 密度 を 減少 さ せ (図-2) ，

ト マ ト の根 こ ぶ形成 を 軽減 し た (図-3， 口 絵参照) 。 ま

た ， 定植 7 目 前 の 処理 に 加 え ， 定植 30 日 後 に メ チ オ ニ

ン製剤の水溶液の 濯注処理 を併用 し た場合， 土壌混和 の

単独処理 と 比較 し て 根 こ ぶ形成 を軽減す る 効果 は 向上 し

な い も の の， ネ コ プセ ン チ ュ ウ 密度 を ホ ス チ ア ゼ ー ト 粒

剤 な み に抑制 し た 。 一般 に植物寄生性線虫 の 防除 は ， 植

付 け 前 の殺線虫剤処理 に よ る 予防的措置 に 限 ら れ て お

り ， 生育期 中 に 線虫の被害が生 じ て も 防除対策 を講ず る

の は難 し い。 こ こ で は ， メ チ オ ニ ン の 生育中処理 に よ る

被害軽減効果 を期待 し た が， 今回の試験では， 根 こ ぶの

形成 を軽減す る 効果 は 見 ら れ な か っ た 。

な お ， 本試験 に お げ る メ チ オ ニ ン処理 は ， サ ツ マ イ モ

ネ コ プセ ン チ ュ ウ 密度の抑制作用 が顕著で あ る 一方で，

自 活性線虫 の 密度低下 は 認 め ら れな か っ た (図-2) 。

V 今 後 の 課 題

筆者 ら は， 現在 ま で メ チ オ ニ ン を 用 い て ト マ ト の ネ コ

プセ ン チ ュ ウ に対す る 試験 を 何度 か実施 し た 。 ポ ッ ト 試

験で は安定 し た 線虫抑制効果が認め ら れ る も の の ， 圃場

試験で は ， 同 じ試験方 法 に も か か わ ら ず， 試験 に よ っ て

結果 に ば ら つ き が あ り ， 明瞭な効果が認 め ら れ な い こ と

があ っ た 。 メ チ オ ニ ン の 実用化 に 向 げ て ， 圃場 に お い て

も 安定 し た 効果が得 ら れ る 利 用 技術 の 開発 が求 め ら れ

る 。 そ の た め に は， メ チ オ ニ ン の作用機作の解明等 の基

礎的研究 な ら び に施用 条件等 の 実用 化技術の検討が必要

であ る 。

メ チ オ ニ ン の 作 用 機 作 に つ い て は ， EVANS and 

TRUDGILL ( 1971) が， ジ ャ ガ イ モ シ ス ト セ ン チ ュ ウ に 対

す る メ チ オ ニ ン の毒性 は 直接の接触に よ ら ず， 寄主 の ジ

ャ ガ イ モ に 吸収 さ れ細胞液 に 移行 し た も の を 線虫 が経 口

的に摂取 し て 発現す る と 推測 し た 。 一方， REDDY， et al . 

( 1975 a) は， メ チ オ ニ ン の サ ツ マ イ モ ネ コ プ セ ン チ ュ

ウ 第 2 期幼虫 に対す る 殺線虫作用 は接触毒性 に よ る も の

と 結論 し た 。 メ チ オ ニ ン に は線虫抑制効果が認 め ら れて

い る も の の対象 と す る 線虫 の種類 に よ っ て 作用機作 は 異
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な る 。 シ ス ト セ ン チ ュ ウ や ネ コ プセ ン チ ュ ウ 等の植物寄

生性線虫 に特異的に毒性 を 示 し， 自 活性線虫 に影響 し な

い理由 は 不明であ り ， 作用機作の解明 は今後の重要 な課

題であ る 。

ま た ， メ チ オ ニ ン は植物 ホ Jレ モ ン で あ る エ チ レ ン の前

駆物質であ る こ と か ら ， 作物 に よ っ て 生育阻害が生 じ る

可能性があ る た め， 作物 に対す る 直接的な影響 に つ い て
検討す る こ と も 必要 で あ る 。

お わ り に

ネ コ プセ ン チ ュ ウ を は じ め と す る 植物寄生性線虫 は，

連作が原因 と な っ て 密度が高 ま り ， 被害が顕在化す る 。

植物寄生性線虫の防除対策 と し て 一般的 に使用 さ れて い

る 土壌 く ん蒸剤 は， 強力な殺線虫作用 を有す る 反商， 土

壌生物相 を か く 乱す る 。 メ チ オ ニ ン は， ネ コ プセ ン チ ュ

ウ お よ び フ ザ リ ウ ム 菌 に 対 し て抑制効果があ る 一方で，

自 活性線虫 お よ び、通常の菌類への影響が少 な し 環境や

農作物 に対す る 安全性が高 い と 考 え ら れ る 。 ま た ， 天敵

出芽細菌等の生物的防除法や太陽熱処理等の物理的防除

(17 ペ ー ジ か ら の続 き )
福本文良氏 ( 中央農業研究 セ ン タ ー北陸地域基盤研究部

上席研究官策本部融合研究 チ ー ム : 病害抵抗性組換 え
稲 チ ー ム ) は， 併任解除 ・ 北海道農業研究 セ ン タ 一生
産環境部 ウ イ Jレ ス 病研究室長へ

堀内誠三氏 (!野菜茶業研究所葉根菜研究部病筈研究室長
兼東北農業研究 セ ン タ 一野菜花 き 音Il) は ， 併任解|徐

小林秀治氏 (近畿 中 国 四国農業研究 セ ン タ 一地域基盤研
究部 : 虫害研究室) は ， 近畿中 国 四 国 農業研究 セ ン タ
一地域基盤研究部付へ

中島 隆氏 ( 九州沖縄農業研究 セ ン タ 一地域基線部病害
生態制御研究室長) は， 九州沖縄操業研究セ ン タ 一地
域基盤研究部上席研究官へ

荒井治喜氏 ( 中央農業総合研究 セ ン タ ー企画調整部主任
研究官 : 北陸分室) は， 九州沖縄農業研究 セ ン タ 一地
域基盤研究部病害生態制御研究室長へ
農業生物資源研究所

北村宜彬氏 (企画調整部企画室長) は， 企画調整部長へ
新保 博氏 (生体機能研究 グ ル ー プ長) は， 企画調整部

企画室長へ
川崎健次郎氏 (企画調整部企画室研究調整官) は， 生体

機能研究 グ ル ー プ長へ
佐藤 守氏 (昆虫適応遺伝研究 ク@ ル ー プ上席研究官)

は， 昆虫適応、遺伝研究 グル ー プ長へ
農業環境技術研究所

岡 三徳氏 (生物環境安全部植生研究 ク勺レー プ長) は，
生物環境安全部長へ

鈴木 健氏 (農林水産技術会議事務局研究調査官) は，
化学環境部主任研究官 (有機化学物質研究 グ ル ー プ農
薬影響軽減ユ ニ ッ ト ) へ 出 向

桑原雅彦氏 (化学環境部 ダ イ オ キ シ ン チ ー ム 長) は， 化
学環境部 ダ イ オ キ シ ン評価研究官へ

法 と の組み合わせ な ど， 他の 防除手法 と の併用 に よ っ て

利用効果 は一層高 ま る と 考 え ら れ， 総合防除の 一手段 と

し て も 期待す る こ と がで き る 。

メ チ オ ニ ン の実用化 に 当 た っ て は， 解決す べ き 課題が

多 く 残 さ れて い る が， 環境負荷 の 少 な い資材 と し て早急

な実用化技術の 開発が望 ま れ る 。

引 用 文 献
1) EV^NS， K. and D. L. TIWDGILL ( J 9 7 1 )  : Nematologica 17 

495�500 
2) 川 回 弘 志 ・ 涌 井 明 (2000) 土 壌 線 虫 相 の 改 善 方 法， 特 関

2000-7506 
3) 皆川 望 ら ( 1 998) 日 線虫誌 (言需要) 28 : 28 
4)  N lDllY et al. ( 1994) : Nematol. Medit. 22 : 37�40 
5) 日 本化学会編 ( 1986) 化学便覧応用化学編， 丸善， 東京， pp 

708�738 
6) OVEllM^N， A. J. and S. S. WOLTZ (962) : Proc. Fla. St. !-Iort. 

Soc. 75 : 1 66� 170  
7 )  Pll^SAD， K. S. and  ] .  M.  WEBSTER (967) ・ Nematologica

13 : 318�323 
8) REDDY， P. P. et al .  ( 1975 a)  : Jndian ] .  Nematol. 5 :  36�41 
9) 一一一一一- et al. ( 1975 b) : ibid. 5 :  42�48 

10) 諏訪順子 ・ 上回康郎 (200 ] )  関 東 東 山病虫研報 48 : 175� 
1 78 

1 1 ) 武地誠一 ( 1 996) 段業技術体系， 土壌施肥編 5， Ei山漁村文化
協会， 東京， 追録 7 : pp. 106 の I の 37�42

退職 3 月 31 日 付
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鶴町 昌市氏 (東北農業研究 セ ン タ ー 水 田 利 用 部 業務 科
長) は退職
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